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要旨：地震応答解析から得られる応答変位は，告示スペクトルに適合した設計用地震動が入力波にあっても

観測地震波の位相を用いるとその特性によって異なる値をとる。しかし，応答変位の差異は，応答スペクト

ルの形状から確定的には推定できない。本研究では，これを応答変位の不確定性と定義し，不確定性に与え

る物理的要因の考察を目的とした。考察の結果，不確定性は観測位相ごとに減衰補正係数の値が異なってい

ることに起因して生じ，その差異は地震動の主要動継続時間の関係で説明できることを明らかにした。また，

減衰補正係数と主要動継続時間の関係を定式化し，既往の変位予測式に考慮して評価する手法を示した。 
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1. はじめに 

1.1 本研究に関わる筆者らの研究背景 

 国内に建設されている中低層鉄筋コンクリート（以下，

RC とする）造建物の多くは，保有水平耐力計算による

設計がなされている。このとき，極めて稀に起こる地震

動レベルに対する耐震性能が，地震動の種類を問わずし

て確保できているとの位置づけにある。ただし，建物が

有する変形性能に応じて求まる構造特性係数を考慮する

ので，極めて稀に起こる地震動レベル時には建物に塑性

変形が生じることになる。しかし，その応答変位を陽に

は算定していない。したがって，地震時に生じる応答変

位を知りたい場合は改めて耐震性能評価を行う必要があ

り，簡易に評価できる手法があれば便利である。 

 筆者らは，上記建物の応答変位を簡易に算定するため

の予測式の提案に関する継続研究を進めている例えば 1)。

式(1)の提案式は，速度一定領域（減衰定数は 5％とする）

を対象に応答点の等価周期に対応する速度応答スペク

トル������ , h	.	��  と降伏点周期に対応する速度応答スペ

クトル����
 , h	.	��が等しいとした。このとき，5%減衰

の応答スペクトルに有する凹凸形状は減衰定数が大きく

なるにつれ平滑化されることを考慮し，建物の降伏点周

期�
に応じて周期範囲を変化（0.9�
～1.1�
）させて求

める平均値を応答スペクトルとして採用した。 

  ���� ��� = ������ ∙ �

2� ∙ 1

0.2�

� ���� , h	.	��. dT

#.#$%

	.&$%
 (1) 

   ��：減衰補正係数，���：塑性率， �
：降伏点 

   周期，����
 , h	.	��：降伏点周期に応じて求まる 

   減衰定数 5％の速度応答スペクトル  

その後の文献 2)では，式(1)中の������ として，実挙動

に近い値が得られる地震応答解析を用いて最大応答変位

時の減衰性能（等価減衰および減衰補正係数）を検証し

た。対象建物は曲げ降伏が先行する中低層 RC 造建物と

し，観測地震波 94 波の速度波形の最大値を 50cm/s とす

る入力波に対して得られた塑性率の多くは 1～3 の範囲

にあった。このとき，������ は，概ね 1.0で簡略化して

表せられることを明らかにした。 

1.2 本研究の課題 

 地震応答解析から得られる応答変位は，建築基準法で

規定する応答スペクトル 3)（以下，告示スペクトルとす

る）に適合した設計用地震動が入力波にあっても，観測

地震波の位相（以下，観測位相とする）を用いるとその

特性によって異なる値をとる場合がある。 

 図－1 に観測位相を用いて作成した設計用地震動（第

2 種地盤，目標継続時間 60s）の応答スペクトルと加速

度波形の代表例を示す。図中には，2 章で述べる包絡線

形状と継続時間も示す。図より，問題提起として，応答

スペクトルの形状が類似していても加速度波形の包絡線

形状（図(a)の EL CENTORO は加速度振幅が全継続時間

にかけて繰返し作用，図(b)の Northridge は加速度振幅

が短い時間に作用）が異なっている。これにより，応答

変位に差異が生じることと考える。しかし，応答変位の

差異は，応答スペクトルの形状から確定的に推定するこ

とはできない。本論文では，これを「応答変位の不確定

性」と定義する。そのため，位相特性の違いによって生

じる応答変位の差異を考慮できる評価法を示すことは，

告示スペクトルを利用して応答変位を求める耐震性能の

評価手法においても重要な課題といえる。 
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図－1 観測位相を用いて作成した設計用地震動の 

応答スペクトルと地震動の加速度波形の代表例 

 

1.3 本研究の目的 
 本研究は，観測位相に着目し地震応答解析から求まる

応答変位の不確定に与える物理的要因の考察を目的とし

た。具体的には，文献 2)で検証した最大応答変位時の減

衰補正係数を地震動の主要動継続時間で考察する。また，

得られた考察結果をもとに，観測位相に応じた応答変位

の不確定を評価するための式(1)の修正法を示す。 
 

2. 応答変位の不確定性に対する検証方針 

2.1 フーリエ変換に基づく位相特性 

 地震動の加速度波形に有する振幅成分と周期成分の大

きさは，フーリエ変換によって得られるフーリエ振幅ス

ペクトルとフーリエ位相角スペクトルによって表される。

このとき，フーリエ変換は，k 番目の成分による角振動

数:;に対してフーリエ係数<;およびフーリエ位相角=;
による 2 つの関数を用いた次式で与えられる。本研究で

は，そのうちの =;  に着目する。ここで> =  √−1である。 

  �(:;)  =  <;(:;) ABCDE(FE)                   (2) 

 地震動の加速度波形をGH(I)  とすると，その有限フー

リエ級数が式(2)の記号を用いると次式で与えられる。 

  GH(I)  =  J <;
K
L
;M	

cos (:; I + =;)       (3) 

 式(3)中のフーリエ位相角=; について，隣接する 2 つ

の位相角の差（以下，位相角差Δ=;  とする）を式(4)で，

位相角差Δ=; を隣接する 2 つの位相角の角振動数の差で

除した値（以下，群遅延時間IRS とする）を式(5)で表す。 

  Δ=;  =  =;T# − =;                   (4) 
  IRS  = Δ=;  / Δ:;                      (5) 
   ここで，Δ:;  =  :;T# − :;，X = 0,1,2⋯(Y/2−1) 

2.2 位相特性と加速度波形の継続時間の関係性 

 式(4)による位相角差の頻度分布の形状は，地震動の

加速度波形の包絡線形状に類似することが古くに大崎ら

の研究 4)により指摘されている。また，式(5)による群遅

延時間の平均値と標準偏差は，地震動の加速度波形の中

心位置とその広がりを表すことが古くに勝倉・和泉の研

究 5)により指摘されている。つまり，位相特性は継続時

間と関係性があるといえ，中村・壁谷澤 6)は位相角差ス

ペクトルと関連付けた継続時間を用いて内陸地震動と海

溝型地震動の応答変位の差異に関する理論背景を示した。 

 これらから，観測位相によって生じる応答変位の不確

定性に関する問題は，地震動の継続時間を検証すること

に帰着すると考える。そこで，本研究では，応答変位の

不確定性に与える物理的要因を 2.3 節で述べる地震動の

主要動継続時間（以下，記号IZ）で考察する。 

2.3 主要動継続時間の取り扱い 

 図－2(a)に，Jennings により提案された地震動の加速

度波形を求めるための包絡関数 7)を示す。図中の振幅一

定部（IL  ～I[  ）は，建物の応答に直接的な影響を与え

る主要動継続時間と扱われている。本研究では，主要動

継続時間を式(6a)に示す加速度波形\R  の自乗積分値にお

いて，式(6b)に示す全継続時間との比]^(I)が 5%～75%

となるときの時間とした。また，全継続時間�Z  （図－

2(a)中のI	  ～I_）に対する主要動継続時間IZ  の比（IZ/
�Z ）を有効継続時間比と定義する。 

  `a	  = � \RL ⋅ dt
$c

	
             (6a) 

  ]^(I)  = � \RLdt

d

	
/ � \RLdt

$c

	
        (6b) 

   \R：時刻 t のときの地震動の加速度 

 なお，Jennings の包絡関数において，I_ は図中の振幅

e に対して0.1e となる時の時間とし，継続時間 60s に対

してI# =2.0s，IL =6.98s，I[ =27.50sおよびI_ =62.00sとし

た。また，図－2(a)中の振幅f(I)  を式(6a)の\R  に代入

して求めた積分計算値`a	  を図－2(b)に示す。図におい

て，IL  =7.42s およびI[  =27.72s となり，図－2(a)で示し

たIL =6.98s およびI[ =27.50s と概ね一致している。 

 

3. 地震応答解析の概要 

3.1 位相特性に用いる観測地震波 

 本研究で用いる位相特性は表－1 に示す観測地震波の

位相とし，文献 2)で用いた地震動のうち文献 8)で示され

る代表波と国内の内陸地殻内で発生した内陸地震動とし

た。目標スペクトルは，平成 12 年建設省告示 1461 号で

規定する告示スペクトル（第 2 種地盤）とした。入力レ

ベルは極めて稀に起こる地震動，包絡関数は Jennings 型，

継続時間は 60s とした。 
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図－2 Jennings の包絡関数 7)と式(6a)の積分計算 

 

表－1 位相特性に用いた観測地震波の一覧 

 

（注）表中の地震波の No は，文献 2)と同じとした。 

 

 
図－3 有効継続時間と群遅延時間の関係 

 

 ここで，式(6b)の比]^(I) が 5%～75%となるときの有

効継続時間比IZ/�Z  と群遅延時間より得られる有効継続

時間比IZR/�Z  の関係を調べた。すなわち，最小二乗法

を用いて相関係数が最も高くなるときの群遅延時間の平

均値 IRSgh   と偏差 IRSij を求めたところ， IZR  = IRSgh ±
 0.418 IRSij が得られた。図－3 に，IZ/�Z  とIZR/�Z  の関

係を示す。図において，作成した模擬地震波のIZ/�Z  は

文献 2)の同じ観測地震波のIZ/�Z と異なる値にあるが，

IZ/�Z  はIZR =  IRSgh ±  0.418 IRSij   による有効継続時間比

と相関関係を有していた。これらの関係を含めて，図－

1 中に位相角差から得られた加速度波形の包絡線および

IZR =  IRSgh ±  0.418 IRSij   による主要動継続時間を示した

ところ，位相特性は地震動の包絡線形状や主要動継続時

間を表し得るものと考えられる。 

表－2 解析パラメータの一覧 

項目 パラメータ 

階 3 階，7 階，11 階 

降伏せん断力係数 0.3，0.4，0.5，0.6 

（注）降伏変形角は，Ry=1/150rad とした。 

 

 

図－4 解析に用いる復元力特性 

 

 

図－5 最大応答変位と降伏点周期の関係（代表例） 

 

3.2 建物モデルなどの解析条件 

 対象建物は，曲げ降伏先行型で等価 1 質点系への縮約

が可能な中低層 RC 造建物とした。表－2 に，解析パラ

メータを示す。以下に示す解析条件は，文献 1)，2)と同

じとし，詳細は文献 1)，2)を参照いただきたい。 

 各階の平面寸法（10m×30m），各階の階高（h0=3.3m），

各階の重量（mC=3600kN，面積換算で 12kN/m2）は，一

定とした多質点せん断型モデルを等価 1 質点系に縮約し

た。縮約した等価 1 質点系の骨格曲線は，図－4 に示す

トリリニア型，復元力は剛性低下型とした。数値積分

は，Wilsonの θ法で刻み時間を 0.001sとした。減衰は，

弾性時の減衰定数を 5％とする瞬間剛性比例型とした。 

 

4. 解析結果と考察 

4.1 最大応答変位と最大応答変位時の減衰補正係数 

 地震応答解析から得られる最大応答変位 ����i   は，

正負絶対値の最大値とした。塑性率 ����i   は，最大応

答変位を建物の降伏変位で除した値とした。 

 図－5 に，最大応答変位 ����i  と建物の降伏点周期�

の関係（表－1中の No.1～No.5，No.7の代表例）を示す。

図中には，告示スペクトルから求めた式(1)の計算値を

示す。図より式(1)の計算値は，地震動 No.1～No.5 に対

しては ����i   の傾向を建物階数に依らず概ね捉えてお

り，観測位相による応答変位の不確定性がみられない。 
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図－6 最大応答変位時 exaFhと sμmaxの関係（代表例） 

 

一方，地震動 No.7 については，式(1)の計算値を 2 倍程

度上回る ����i  が建物階数に依らず散見する。 

 図－5 に用いた地震動について，文献 2)と同様にして

求めた最大応答変位時の減衰補正係数 ��nog   と塑性率

����i   の関係を図－6 に示す。 ��nog   は，最大応答変位

時の履歴 1 ループ面積から等価減衰ℎ�� を求め，最大応

答変位時の割線剛性から求まる周期点����に対して，

減衰定数ℎ��時の速度応答スペクトルと減衰定数 5％時

の速度応答スペクトルの比（����q\r, ℎ���  /��(�q\r, h	.	�)）
から求めた。黒実線は，式(7)に示す告示式の計算値を

表す。図より，黒実線の告示式の計算値は，地震動

No.1～No.5 の ��nog  の平均値を，地震動 No.7 の ��nog  の

下限値を，それぞれ捉える傾向にある。図中には，非線

形最小二乗法から得られた係数s を示し，地震動No.1～

No.5 がs = 10.1 および地震動 No.7 がs = 5.4 と異なる値

が得られた。なお，地震動 No.7 については，NS 成分と

EW 成分を区別して図示したが，震源地が同じ地震動で

もNS成分と EW成分で異なる ��nog  が得られている。た

だし，建物条件の違いによる ��nog   の差異を含めて平均

的にはs = 5.4 とする式(7)で把握できると考える。 

  ��tgu  = (1 + 0.05s)/�1 + sℎ���          (7) 

   s：内陸型，海溝型など地震動ごとに定まる係数 

   で，告示式はs =10，ℎ��：等価粘性減衰定数で， 

   告示式は ℎ��tgu  =0.25�1 − 1/����� + 0.05  

 上記と同様な係数s  を，表－1 において震源地が同じ

地震動 No ごとに，表－2 のパラメータの違いを考慮せ

ずに求めた。図－7 に，得られた係数s  と有効継続時間

比IZ/�Z の関係を示す。図中には，文献 2)で得られた観

測地震波の結果と，同結果に対して文献 2)で定式化した

式(8)を示す。図より，式(8)は本研究の結果も捉える傾

向にある。 

  0.05 ≤ IZ/�Z ≤ 0.20 ∶  s = 35IZ/�Z + 3                (8a) 

  0.20 ≤ IZ/�Z                ∶  s =  10                                  (8b) 

4.2 減衰補正係数の係数αと変位一定則の関係 

 式(7)中の係数s  の違いが速度一定領域を対象とした

式(1)の計算結果（つまり変位一定則）に与える影響を，

塑性率に応じた������ の計算値に基づく考察を行う。 

 

図－7  地震動ごとの係数αと td/Tdの関係 
 

 

図－8 係数αごとに求めた Fh√μeqの計算値 

 

 文献 1)より，速度一定領域に対する弾塑性最大応答変

位を ����h ，その割線剛性に対する弾性変位を ��h   と

すれば，非線形時の最大応答変位が減衰補正係数を用い

て ����h   =  �� �xh   で与えられる。また，降伏点時の割

線剛性に対する弾性変位を ��h  とすれば， ����h  が塑性

率���  を用いて ����h   =  ������ ��h   で与えられる。つ

まり，������ が 1.0 のときに ��h  = ����h  となる変位一

定則の関係を得る。これを文献 2)では，式(1)に対して

係数s =10 のとき������ ≒1 と定義した。 

 ここで，式(7)より������ が式(9)で書き表せる。 

  ������ =  (1 + 0.05s)���
(1 + 0.3s)���� − 0.25s            (9) 

 図－8 に，係数s =6，8，10，12 のときの式(9)の計算

値������  と塑性率���  の関係を示す。図中の青実線は，

������ の平均値が 1.0 となる塑性率��� の範囲を示し，

例えばs =6 は��� =1～1.52 およびs =8 は��� =1～2.76 と

なる。この塑性率を]z  = 1/���  による変位一定則の関

係に代入すると，s =6 は]z =1～0.70 およびs =8 は]z =1

～0.47 となる。つまり，本来変位一定則そのものは地震

動に影響を受けるものではないが，係数s  に応じて変位

一定則の関係を得る塑性率（または]z  = 1/���  ）の範囲

が異なることになる。これを，図－9 に示す加速度と変

位の応答スペクトルの関係による等価線形化法で説明す

る。図において，青実線のs = 6 および緑実線のs = 8 の

要求曲線は，それぞれ]z = 1～0.70 および]z = 1～0.47 の

範囲では，������ ≒ 1 を仮定したs = 10 と同様に変位

一定則の関係を得る。しかし，それ以下の]z  では，変

位一定則で推定する変位（図－9 中の点 AD）より応答

変位が大きくなることを意味している。ただし，これら

の過程をs ごとに詳細に求めることは煩雑性がある。 

0 1 2 3 4 5 6
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2
e

x
a
F

h

sμmax

地震動No.1～No.5

●：3階建て，●：7階建て，●：11階建て―　式(7)の告示式（α=10）

α=10.1の計算値

0 1 2 3 4 5 6
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

e
x

a
F

h

sμmax

地震動No.7

α=5.4の計算値

塗潰し：NS成分，白抜き：EW成分

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5
0

5

10

15

係
数

 α

有効継続時間比 td/Td

α=35td/Td+3 ●：観測地震波（実波）文献2)

●：観測位相

No.1
No.1

No.3

No.2
No.4

No.5

No.7

No.8

No.10

No.13
No.14

No.12

No.2

No.3

No.4

No.5

No.7

No.8

No.10

No.12

No.13

No.14

α=10

0.05≦td/Td≦0.20

td/Td≧0.20

0 1 2 3 4 5 6
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

F
h
√
μ

e
q
の

計
算

値

塑性率 μeq

上から順にα=6，8，10，12

（注）青線は，Fh√μeqの平均値が
1.0となる塑性率の範囲を示す。

μeq=1～1.52（α=6）

μeq=1～2.76（α=8）

μeq=1～4.16（α=10）

μeq=1～5.62（α=12）

 

- 130 -



 

 

図－9 等価線形化法による応答変位の予測法 
 

 

図－10 係数φfh（=φα/φ10）と係数αの関係 

 

 そこで，文献 2)で取り上げた塑性率の範囲��� = 1～3

に着目し，簡略化を含めた������ の定量化を試みる。 

4.3 式(1)による提案式の修正 

4.3.1 α=10 を基準とした Fh√μeqに対する修正係数 

 塑性率��� = 1～3の範囲の������ の計算値について，

式(9)中の係数s =10 における平均値を{#	，任意の係数s 

における平均値を{|  とし，両者の比を{}�  =  {|/{#	 

とする。図－10 に，比{}� と係数s の関係を示す。図に

おいて，告示式では係数s =10 となっていることを踏ま

えて係数s が 10以上は安全側の仮定として{}� =1.0とし，

{}�  とs  の関係を式(10)で定義した。式(8)よりIZ/�Z  に

応じたs  を求め，得られたs  から係数{}�  を算定するこ

とで地震動の主要動継続時間の違いが考慮できる。 

  s ≦ 10：{}� =  −0.03s + 1.3         (10a) 

  s > 10：{}� =  1.0                            (10b) 

4.3.2 式(1)の修正計算法 

 式(1)は，応答変位点が速度一定領域に属する場合を

対象とし，図－9 で������≒1 による変位一定則を基本

とした。一方，文献 1)では，応答変位点が加速度一定領

域に属する場合の応答変位について，式(11)の係数{��
を式(1)に乗じて評価する方法を示した。文献 1)では，

加速度と速度一定領域を区別する判定指標値を建物の降

伏点周期�
  と告示スペクトルにおける加速度と速度一

定領域の境界となる周期�R  の比（�
/�R ）に建物の降伏

せん断力係数<
�  を加算した値で定義した。 

 

図－11 式(1)と修正計算法（速度一定領域を対象） 

 

  �
/�R + <
� ≦ 1.35：{��  =  1.33      (11a) 

  �
/�R  + <
� > 1.35：{��  = 1.00         (11b) 
 

 また，文献 2)では，������ と塑性率���の関係として，

������ = 0.25��� + 0.21 を得た（��� ≦ 3 では 0.96 とす

る）。ここでは，説明変数���  に対する目的関数������ 

を式(12)に示す係数{�  で表現し式(1)の評価に考慮する。 

  ��� ≦ 3：{�  =  0.96             (12a) 

  ��� > 3：{�  =  0.25��� + 0.21                    (12b) 
 

 図－11 に，式(1)の修正計算法を示す。はじめに，式

(1)で������ = 1 とし，式(11)より加速度と速度一定領域

に応じた応答変位（ ������� ⋅ {��）を算定する。これを

塑性率に換算して式(12)の係数{�  を計算すると，図中

の赤線で示す塑性率に応じた修正計算値（ ������� ⋅
{�� ⋅ {�）を得る。 

 ついで，別途式(8)よりIZ/�Z  に応じて求めた係数sか
ら式(10)の係数{}�  を計算し，これを乗じた計算値

（ ������� ⋅ {�� ⋅ {� ⋅ {}�）を観測位相の影響を考慮した

応答変位（参照：図中の青線はs  = 6，緑線はs  =8 を想

定）とする。ここで，式(1)中の速度応答スペクトルは，

実務の便を考慮して全継続時間の時刻歴波形から求める。 

4.3.3 最大応答変位と計算値の関係 

 図－12 に，全解析結果の最大応答変位と計算値の関

係を示す。図－12(a)は式(1)と式(11)による計算値

（ ������� ⋅ {��），図－12(b)はこれに式(12)を考慮した

計算値（ ������� ⋅ {�� ⋅ {�）を示す。図－12(b)より，式

(1)に係数{�を考慮することで，図－12(a)に比べて塑性

率に応じた修正による最大応答変位に対する計算値の推

定精度が向上した。なお，応答変位点が加速度一定領域

に属する場合は，式(1)に一律の係数{�� =1.33 を乗じる

ことになっているので，地震応答解析から得られた塑性

率が 3 以下でも ������� ⋅ {��は塑性率 3 以上となる場合

や，その逆となる場合もある。係数{��については，今

後も精度向上を含めた検討を行いたい。 
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図－12 最大応答変位と計算値の関係（塑性率の修正） 

 

図－13 最大応答変位と計算値の関係（観測位相の修正） 

 

 図－13 に，本研究の主目的である観測位相が応答変

位の不確定性に与える影響のある代表地震動の最大応答

変位について，式(1)，式(11)，式(12)に式(10)を考慮し

た計算値の関係を示す。図より，式(10)を考慮すること

で観測位相による応答変位の不確定性に対する精度の向

上も図れた。したがって，応答変位の不確定性に与える

物理的要因は，観測位相ごとに生じる減衰補正係数の値

の差異が挙げられ，その差異は有効継続時間比IZ/�Zの
関係で説明できるといえる。 

 ここで，耐震性能評価において評価対象の地震動（本

論文では観測位相）を特定することは難しい側面がある。

一方，性能規定型の耐震性能評価の根幹は地震動の種類

と入力レベルを任意に設定し，その地震動に対して生じ

る応答変位がクライテリアとして規定する限界状態を超

えるか否かを評価することにある。つまり，地震動の選

定も評価メニューの一つになる。その一つとして，建設

サイト周辺で発生した過去の地震記録，過去の地震記録

がない場合でも他地域で観測された地震記録，将来発生

が予測される地震動などがあり，それら地震動の位相特

性を参照した設計用地震動を検討する場合に本論文の成

果が利用できると考えている。なお，本研究の提案式は，

曲げ降伏が先行し変形性能を有する中低層 RC 造建物に

対して適用される。 

 

5. まとめ 

 本研究では，観測位相に着目して告示スペクトルに適

合した設計用地震動において，応答スペクトル形状から

は把握できない応答変位の不確定性に与える物理的要因

の考察を行った。その結果，以下の知見が得られた。 

1) 観測位相を用いた場合に生じる応答変位の不確定

性は，観測位相ごとに減衰補正係数の値が異なる

ことに起因していることを明らかにした。 

2) 観測位相ごとの減衰補正係数の値の差異は，地震

動の主要動継続時間の関係で説明できることを明

らかにし，その関係を定式化した。 

3) 減衰補正係数と主要動継続時間の関係式を筆者ら

既往研究で提案した応答変位予測式に考慮して評

価する手法を考察したことで，観測位相を用いる

場合の応答変位の予測式を示した。 
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相関係数：0.894(0.868)

平均値   ：0.90(0.98)

偏差       ：0.21(0.26)
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地震動No.13

td /Td=0.13

sδ
m

a
x
 (
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)

p r oδm a x・φa v・φμ・φf h  (mm)

相関係数：0.838(0.803)

平均値    ：0.94(1.01)

偏差       ：0.20(0.24)
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